
川崎市民間保育所施設整備借入金返済費助成要綱 

２ ７ 川 市 保 第 ２ ８ ７ 号  

平成２７年４月１日市長決裁  

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の規定に

基づき設置する保育所（以下「保育所」という。）の施設経営の健全化を図るため、予

算の範囲内で施設整備借入金返済費の一部を助成することについて、必要な事項を定め

るものとする。 

 （助成の対象経費及び助成額） 

第２条 助成の対象とする経費及び助成額は、次表に掲げるとおりとする。 

対象経費 助成額 

施設整備借入金返済費（ただ

し、社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は公益

財団法人が行う市が認めた

施設整備に係る借入金の返

済費に限る。） 

(1) 元金分 

市が認めた施設整備に係る補助基準額（ただし実

行額が補助基準額に満たない場合は、その実行額）

から補助金額を差し引いた額（以下「借入基準額」

という。）を上限とし、約定に基づき算出した当該年

度の返済額の元金分×0.75（ただし、1,000 円未満

は切捨てとする。） 

(2) 利子分 

 ア 独立行政法人福祉医療機構、神奈川県社会福祉

協議会又は川崎市社会福祉協議会から借り入れた

資金の場合は、借入基準額に対し、約定に基づき

算出した当該年度の返済額の利子全額 

 イ 川崎市に証書貸付実績を有する金融機関から借

り入れた資金の場合は、借入基準額に対し、貸し

付け実行日の 2 営業日前の当該金融機関が適用す

る長期プライムレートに 1％を上乗せした利率に

より算出した当該年度の返済額の利子額を上限と

する。 

 ウ その他金融機関から借り入れた資金の場合は、

借入基準額に対し、貸し付け実行日の独立行政法

人福祉医療機構の固定金利利率により算出した当

該年度の返済額の利子額を上限とする。 

 （交付の申請） 

第３条 施設整備借入金返済費の助成金の交付の申請をしようとする者は、民間保育所施

設整備借入金返済費助成金交付申請書（第１号様式）に関係書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 



 （交付の決定） 

第４条 市長は、前条の規定による交付の申請があったときは、その内容を審査し、適当

と認めるときは、助成金の交付を決定するものとする。 

 （交付の条件） 

第５条 この助成金の交付の条件は、次のとおりとする。 

（1） 助成額の算出の基礎となる約定の変更をする場合においては、市長の承認を受けな

ければならない。 

（2） 助成の対象とする経費の執行が予定の期間に完了しない場合においては、速やかに

市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（決定の通知） 

第６条 市長は、助成金の交付を決定したときは、その決定の内容及び条件を、助成金の

交付の申請をした者に通知するものとする。 

（変更等の承認） 

第７条 第５条第１号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合には、変更の内容

及び理由を明らかにし、その旨を市長に届け出なければならない。 

 （助成金の変更交付） 

第８条 施設整備借入金返済費の助成金に変更が生じたときは、民間保育所施設整備借入

金返済費助成金変更交付申請書（第２号様式）に関係書類を添えて、３月末日までに市

長に提出しなければならない。 

２ 第４条ないしは第６条の規定は、前項の場合において準用する。 

（交付決定の取消し及び助成金の返還） 

第９条 市長は、助成金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取消すとともに、当該取消しに係る部分に

関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとす

る。 

（1） 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（2） 助成金を他の用途に使用したとき。 

（3） 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行っ

た指示もしくは命令に違反したとき。 

（実績報告） 

第１０条 施設整備借入金返済費の助成金の実績報告は、民間保育所施設整備借入金返済

費助成金実績報告書（第３号様式）に関係書類を添えて、翌年度の５月末日までに市長

に行わなければならない。 

（調査） 

第１１条 市長が必要と認めるときは、助成金の交付を受けた者に対し、経理等の状況に

ついて調査をすることができる｡ 

 （書類の整備等） 

第１２条 助成金の交付を受けた者は、助成の対象とする経費に係る収入及び支出を明ら

かにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておか



なければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該助成金を交付した年度の翌年度から５年間

保存しなければならない。 

 （実施細目） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、当該助成金について必要な事項は、別に定める

ものとする｡ 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 


